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「大阪圏の中小企業経営者の景況感」緊急アンケート調査結果概要 

大阪都市経済調査会 
●総括評価 
 他機関の景況調査結果と比較して、本調査結果では全般に小規模企業が好調であり、逆に中堅・大
企業に業績低迷の傾向がみられる点が特徴的である。この不況下において業績の好不調を分けるのは
受注・販売量が確保できたか否かであるが、さらに、好調企業では新製品・新規事業が奏功し利益を
もたらしている企業が多い。また、そうした企業は来期の設備投資にも積極姿勢を示しており、事業
の拡大意欲が旺盛である。しかし、小規模企業ではそのために必要な資金確保には苦労しているケー
スが多く、資金需給にミスマッチが生じている。 

 
●項目別評価 
１）売上高･･･全般に悪いが、業種・ 
規模による差がある 

 前期（昨年度決算期）と比較した今期の売
上高は業種別、従業員規模別で右図のようで
あり、多くの業種・規模で５～６割が良くな
い。 
ＤＩ（“上昇”と“やや上昇”の割合合計
から“下降”と“やや下降”の割合合計を引
いた％ポイント）でみれば、全体で－25.5
であり、日本政策金融公庫の最新調査結果よ
りも数ポイント悪い。 
ただし、業種や規模による違いが多少あ
る。具体的にみると、業種別では個人向けサ
ービス業やその他業種のＤＩが－9.5 前後
であるのに対して、製造業が－36.9 で最も
低い。規模別では 9 人以下の小規模企業のＤ
Ｉが－16 以上なのに対して、100～299 人の
ＤＩは－51.9 と最悪であるなど、全般に小
規模企業の方が増収傾向にあると言え、日銀
短観（全国）などの傾向とは異なっている。 

 
 
 
 
 
 
２）営業利益･･･全般に悪いが、特に 
規模による差はかなり大きい 

 前期に比べた今期の営業利益は右図のよ
うであり、大半の業種・規模で５～７割が良
くない。 
ＤＩでみれば、全体で－31.7 であり、売
上高よりも数ポイント悪い傾向にある。 
ただし、売上高の傾向と同じく業種や規模
による違いがある。具体的にみると、業種別
では個人向けサービス業やその他業種のＤ
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Ｉが－15～－18 であるのに対して、製造業
と建設業・不動産業では－40 以下となって
いる。規模別では 4 人以下の小規模企業のＤ
Ｉが－19 で最もよく、規模が大きくなるに
つれて下降する傾向が確認できる。この傾向
も本調査特有の結果である。 
 
 

 
 
 
 
 
 
３）業績好不調の主要因･･･受注・販売量 
の増減が明暗を分ける 

 １）、２）の売上高と営業利益の回答パタ
ーンを組み合わせて、回答企業を業績好調グ
ループ（27.2％）、業績不調グループ
（57.6％）、および横ばいグループ（15.2％）
の３つに分類し、各グループにおいて今期の
業績が好調／不調となった要因を集計・整理
した。右図にそのうちの好調グループと不調
グループの結果を示す。 
 これより、両グループ共に“受注・販売量
の増減”が６割前後の水準にあり、共通した
支配的要因であることがわかる。すなわち今
般の景気後退局面にあっても、着実に受注・
販売量を増加できた企業とそうはいかなか
った企業が明暗を分けたと言える。 
また、興味深い点は、好調グループの２番
目の要因が“新製品・新規事業による利益”
増加で 36％の企業が指摘していることであ
る。絶えず次代を切り拓くべく周到に準備し
た成果が功を奏したことがわかる。他方、不
調グループの２～４番目の要因を総合する
と、受注・販売量を確保すべく、原材料など
変動費による利益減少を覚悟のうえ、単価を
下げてみたものの、他社との競合が激化する
なかで思い通りにはいかなかった状況が浮
かび上がってくる。 
 
 

 
 
 
 
 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

0～4人

5～9人

10～19人

20～49人

50～99人

100～299人

300人以上

上昇 やや上昇 横ばい やや下降 下降

〔営業利益（前期比）〕

特になし

ｷｬｯｼｭﾌﾛｰ･資金繰りの変化

他社との競合による利益幅の変化

人件費、設備費など固定費による利益の変化

原材料など変動費による利益単価の変化

輸出・海外向け商品による利益の変化

新製品・新規事業による利益の変化

受注・販売単価の増減

受注・販売量の増減

0 10 20 30 40 50 60 70 80

〔今期業績（見通し）への影響要因（複数回答）〕
①好調グループ

（％）

0 10 20 30 40 50 60 70 80

③不調グループ

（％）



大阪都市経済調査会  3

４）設備投資･･･全体的に消極姿勢が 
みられる。中堅・大企業で顕著 

 来期の設備投資計画を増額とする企業の
割合は全体で 16％に過ぎず、減額割合：
28％、なし：20％と約半数が消極姿勢である。
日本政策金融公庫の最新調査結果とは選択
肢が異なり、厳密には比較できないが、本調
査の方が数ポイント悪い。 
 業種別にはさほど大きな違いは見られな
いが、サービス業系やその他業種が相対的に
は積極姿勢がやや見られる。規模別では今期
の業績と同様な傾向がみられ、19 人以下の
小規模企業では２割近い企業で積極的なの
に対して、中堅規模以上では“減少”と“な
し”を合わせると 55％前後に達している。
小規模企業の方が積極姿勢を示す傾向は「大
阪市景気観測調査」などと異なっており、業
績の好調さが積極姿勢を後押ししていると
解釈できる。 

 
 
 
 
 
 
５）雇用状況･･･過不足感は全体では 
ほぼ均衡するも、業種・規模に 
よる格差は大きい 

 全体の雇用不足ＤＩは－5.8 とやや不足
感の方が上回っているものの、業種・規模に
よって様々である。 
 業種別では、医療・福祉などの個人サービ
ス業等のＤＩが－38 で突出して高く、不足
感がかなり強い。一方、製造業のＤＩは＋16
と過剰感の方が強い。それ以外の業種は－5
～－20 でやや不足気味である。 
 規模別では、20 人以上の企業で雇用不足
ＤＩが＋9～＋20 にあり、過剰感が強いのに
対して、5～9 人規模の企業のＤＩは－12 と
なり、0～4 人規模では－25 にまで達してお
り、不足感が強い。 
このことから、中堅・大規模企業ではこれ
まで順調に人材を確保してきたものの、今般
の不況で雇用過剰感を強めているのに対し
て、人材確保に苦労してきた小規模企業のな
かでも業績が順調な企業では雇用の不足感
が強いことがわかる。 
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６）資金繰り･･･全般に厳しいが、特に 
小規模企業の厳しさは深刻 

 “大変窮屈”と“やや窮屈”を合わせた割
合は全体で約５割に達し、“順調”からその
割合を差し引いた資金繰りＤＩは－26.6 と
なっている。 
 業種別では、建設業・不動産業で“大変窮
屈”の割合が 36％と突出しており、この業
界の厳しさを如実に示している。それ以外の
業種のＤＩは－15～－33 である。 
 規模別にみると、資金繰りＤＩが小規模に
なるにつれて悪化する傾向がはっきりと読
み取れ、300 人以上の企業のＤＩが＋23 ある
のに対して、0～4 人規模では－45 にまで急
降下している。 
 大企業では資金ストックも多く、金融機関
の信頼性が厚い一方で、多くの小規模企業で
はそうではないうえに、特にこの景気悪化局
面での経営の持続性が懸念されてしまうた
めに、金融機関からの必要十分な融資が確保
できていない深刻な状況が浮き彫りとなっ
ている。 
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● 回答企業属性 
１）業種 
回答を寄せていただいた企業では、
製造業が３割近くで最大であり、その
他、卸売・小売業、事業所向けサービ
ス業の３業種が２割前後となってい
る。 
なお、分析に際しては、シェアの少
ない業種を他業種に統合して解析して
いる。 
 
 

 
 

２）本社所在地 
６割近くが大阪市内の企業であり、
残る４割を大阪市以外の府下の企業と
府外企業とが約半々の構成で占めてい
る。 
 
 

 

 
 
 
 
 
３）従業員規模 
約４割の企業が 0～4 人の小規模企
業であり、5～9 人、10～19 人、20～49
人の３クラスが各12％前後となってい
る。50 人以上の中堅・大企業は合わせ
て 1／4 弱を占める。 
 

 

 
 
 
 
 
 

以上 

個人向け
サービス業
3.8%

飲食店、
宿泊業
1.9%

その他
23.0% 製造業

29.4%

卸売・
小売業
19.2%

事業所向け
サービス業
15.8%

建設業・
不動産業
6.3%

金融・保険
業　0.6%

〔業種〕

大阪市内
59.0%

大阪府外
21.5%

大阪市外の
大阪府内
19.4%

〔本社所在地〕

0～4人
39.7%

300人以上
9.6%

10～19人
11.9%

5～9人
12.7%

20～49人
12.0%

50～99人
6.5%

100～299人
7.5%

〔従業員規模〕


